
※五十音順  

No 企　業　名

1 葵重機有限会社

2 株式会社アクティオ　四国支店

3 有限会社浦戸整備工業

4 有限会社高吾重機

5 株式会社四国建設センター 

6 株式会社西部レントオール

7 有限会社大和建機

8 株式会社東部レントオール

9 トーヨースギウエ株式会社　高知支店

10 西尾レントオール株式会社　四国営業部

11 有限会社幡多重機

12 日立建機日本株式会社　中国・四国支社　四国支店　高知東営業所

13 松田鉱産株式会社

14 陽和産業株式会社

「南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る保有建設機械の提供に関する協定」
相手方：建設機械レンタル企業一覧（14社）
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び葵重機有限会社（以下「乙」という）は、

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保有建

設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   葵重機有限会社 

代表取締役              
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び株式会社アクティオ（以下「乙」という）

は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保

有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   株式会社アクティオ   
         四国支店長              
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び有限会社浦戸整備工業（以下「乙」という）

は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保

有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   有限会社浦戸整備工業   
         代表取締役社長            
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び有限会社高吾重機（以下「乙」という）は、

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保有建

設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   有限会社高吾重機   
         代表取締役              
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び株式会社四国建設センター（以下「乙」と

いう）は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以

下、「保有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   株式会社四国建設センター 
         代表取締役社長            
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び株式会社西部レントオール（以下「乙」と

いう）は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以

下、「保有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   株式会社西部レントオール   
         代表取締役社長            
 
 
 



 

1 
 

 
 

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び有限会社大和建機（以下「乙」という）は、

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保有建

設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   有限会社大和建機   
         代表取締役社長            
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び株式会社東部レントオール（以下「乙」と

いう）は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以

下、「保有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
 
 



 

2 
 

第６条（情報の提供） 
甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   株式会社東部レントオール   
         代表取締役社長            
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及びトーヨースギウエ株式会社（以下「乙」と

いう）は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以

下、「保有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   トーヨースギウエ株式会社 
         高知支社長                
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び西尾レントオール株式会社（以下「乙」と

いう）は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以

下、「保有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   西尾レントオール株式会社  
         四国営業部長             
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び有限会社幡多重機（以下「乙」という）は、

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保有建

設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   有限会社幡多重機  
         代表取締役              
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び日立建機日本株式会社（以下「乙」という）

は、南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保

有建設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   日立建機日本株式会社 
         高知東営業所長            
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び松田鉱産株式会社（以下「乙」という）は、

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保有建

設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 
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第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   松田鉱産株式会社 
         代表取締役             
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南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る 
保有建設機械の提供に関する協定書 

 
高知県（以下「甲」という）及び陽和産業株式会社（以下「乙」という）は、

南海トラフ地震発生時の道路啓開に係る乙の保有する建設機械（以下、「保有建

設機械」という）の提供について、次のとおり協定を締結する。 
 
第１条（目的） 
   本協定は、南海トラフ地震発生時において甲又は甲が道路啓開を要請し

た建設業者等（以下、「要請業者」という）に対し、乙の保有建設機械を提

供することにより、道路啓開を円滑に実施し、早期の完了に資することを

目的とする。 
 
第２条（協力の内容） 
   甲又は要請業者が道路啓開を進めるために建設機械を必要とする時は、

乙に保有建設機械の提供を要請することができる。 
 
２ 前項の要請は、文書による要請を原則とするが、困難な場合は口頭によ

るものとし、後日すみやかに文書により要請する。 
 
第３条（協力の実施） 
   乙は、前条の規定による要請があった場合は、営業に支障のない範囲で

可能な限り協力するものとする。 
 
第４条（保有建設機械の引渡し） 
   提供する保有建設機械の引渡し場所については原則事業所とする。ただ

し、事業所での引渡しが困難な場合は、甲又は要請業者と乙との協議の上

で決定するものとする。 
 
第５条（協力に関する費用） 
   甲又は要請業者は、第２条第一項に基づき乙が行った保有建設機械の提

供等に要した費用を負担するものとする。 
 ２ 前項の費用は、南海トラフ地震発生直前における適正な価格を基準とし、

甲又は要請業者と乙が協議して定めるものとする。 



 

2 
 

 
 
第６条（情報の提供） 

甲は乙に、この協定に定める事項の円滑な実施を図るため、要請業者に

関する情報を提供する。 
 
 ２ 甲は要請業者が道路啓開を進めるために提供を必要としている建設機械

の台数を把握し、乙への情報提供に努める。 
 
第７条（有効期間）  

本協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲及び乙のいずれ

からも文書による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 
 
第８条（その他） 
   本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、その 

都度甲及び乙が協議して定める。 
本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通 

を保有するものとする。 
 
 
 

令和 ２年 ９月 18 日 
 
 
 
 

甲   高知県土木部長            
 
 
 
 
     乙   陽和産業株式会社 
         代表取締役社長           
 
 
 




